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要旨 
  2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、日本における観測史上最大の地震であり、戦後最悪の惨事をもた

らした。この惨事により膨大な数の人命が失われたことに深い哀悼の意を表明するとともに、被災された方々に対し

て心よりお見舞い申し上げる。OECD は、今後日本の関係当局と密接に連携し、この困難な時期に可能な限り日本を支

援する用意がある。 

  震災による損害の全容を評価することは依然として時期尚早であるが、その当初の影響としては、生産を低下さ

せることが見込まれ、その後、復興策によりそうした影響は反転されるであろう。デフレの圧力は、成長への逆風で

あり続けるであろう。このため、日本銀行は、下方リスクに注意を払いつつ、デフレが克服されるまで緩和的なスタ

ンスを維持すべきである。金融政策の枠組みは、デフレに対する更なるバッファーを保証するため、物価安定の「理

解」を引き上げることなどにより改善されうるであろう。 

  日本の優先事項は、原子力発電所の情勢とともに、人道的また復興に向けたニーズに取り組むことである。これ

は、必然的に公的支出の短期的な増加へのニーズを生み出す。だが、債務残高の現状を踏まえれば、そうした支出は、

歳出の組み換えや、日本の人々の連帯感に訴えかけ、歳入の短期的な増加により賄われる必要があるかもしれない。 

  財政状況は極めて厳しい状況に達している。慢性的な財政赤字は、2011 年には、グロスの公的債務残高を GDP 比

200%といった先例のない規模まで、またネットの債務残高を 115%まで押し上げると見込まれている。それ故に、復興

に向けた支出の必要性を考慮する一方で、歳出削減と税収増を含む信頼に値しかつ詳細な中期の財政健全化計画は、

最優先事項となるであろう。財政運営戦略は、2020 年度までに債務残高比率を安定化させるのに十分な基礎的財政収

支黒字を目標とすべきであり、これには GDP 比 10%相当の基礎的財政収支の改善が必要となるかもしれない。詳細な

財政計画は、急速な人口高齢化による歳出圧力を抑制するための社会保障改革を伴うべきである。赤字削減の大部分

は、主に消費税率の引き上げによる歳入側に依るべきであろう。財政目標を達成するためには、たとえ歳出（社会保

障費と利払費を除く）が実質一定で保たれるとしても、消費税率を 20%相当まで引き上げることが求められるかもし

れない。厳しい日本の財政事情を考慮すれば、財政枠組みの改革が、長期金利の急騰といったリスクの軽減を助け、

財政目標の達成と信頼性の強化を助けるかもしれない。 

  新成長戦略を通じて経済成長を維持する。より力強い成長は、債務残高比率を安定化させる上でも重要である。4

つの分野 －グリーン・イノベーション、医療・介護、アジアとの経済連携、地域活性化－において需要を増加させ

るといった新成長戦略の目標は、費用を要する財政政策よりは主に規制改革に依存すべきである。加えて、新成長戦

略は、特定の分野に焦点を当てるよりはむしろ経済全体の改革を重視すべきである。グリーン・イノベーションによ

り需要を押し上げる十分な余地があるが、民間投資を促進するためにも、望ましくは排出量取引制度を通じて炭素へ

の価格付けを行うといった市場ベースの手段が必要となる。財や海外投資、そして外国人労働者の流入にかかる障壁

除去による経済連携は、包括的な貿易協定などにより促進されるべきである。高い水準の農業支援により、そうした

協定への日本の参加を妨げることは許されるべきでない。 

  教育分野の改革。生産性向上の鍵となる教育の成果は、幼児教育・保育へのより多くの投資により改善される可

能性がある。保育所と幼稚園を一体化するといった新成長戦略の計画は、費用の節約を可能とする一方で、教育の質

の向上を助けるであろう。高等教育部門は、質に関する透明性を高めることを通じ競争を強化し、また国際化を進め

ることにより改善されるべきである。これにより、イノベーションに対する大学のより大きな貢献を可能とする。高

い授業料を考慮する場合、奨学金の利用機会を保証すること、また返済を所得に応じたものとすることは公平性を高

めるであろう。家計に重い負担を強いる民間の課外教育施設への依存を減らすことも公平性を高めるであろう。もう

１つの優先事項は、二極化の拡大という状況下において労働市場のニーズが変化していることを反映するよう、職業

教育を改善することである。 

  労働市場の二極化への取組み。非正規労働者比率の上昇は、企業が雇用の柔軟性を高め、賃金を削減することに

役立っているが、そうした労働者は、低い賃金、少ない訓練、不安定な仕事、そして十分でない社会保険制度の適用

に直面している。労働市場の二極化を縮小させるためには、非正規労働者に対する社会保険の適用範囲の拡大、より

よい訓練プログラム、非正規労働者に対する差別の防止、そして正規労働者に対する実効的な雇用保護を引き下げる

といった包括的な取組みが必要となる。2050 年までに、生産年齢人口が 40%程度減少すると見込む場合、女性や高齢

者を含む日本の人的資源を十分に活用することが不可欠である。女性の労働参加は、保育所の利用可能性を増やすこ

と、よりよいワーク・ライフ・バランスを促進すること、そして税制を改革することにより押し上げられるかもしれ

ない。多くの企業により 60 歳に設定されている義務的な退職年齢は高齢労働者の有効活用を促す上でも廃止されるべ

きである。 
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東日本大震災後の経済見通し 

日本は戦後最悪の災害に見舞われている…  

  2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、日本における観測史上最大の地震であり、津

波を伴うとともに、膨大な数の人命の喪失と甚大な経済的損失をもたらした。地震による影響は、

火力及び原子力発電所への被害により電力の発電量が著しく減少することによって深刻化してい

る。地震による全体の影響を評価することは依然として時期尚早であるが、GDP の 2%程度と見

積もられている、1995 年の阪神・淡路大震災による資本ストックへの損害を超えるであろう。

鍵となる優先事項は、震災の結果生じた深刻な人道的ニーズに取り組むことである。 

…それは、2011-12 年における経済の経路を方向付けるであ
ろう 

  2011-12 年の間に 1¼%程度と見込まれていた経済成長への影響を評価することもまた時期尚

早である。2011 年初、日本は、2010 年の終わりに生じた経済の減速から浮上する兆しを示して

いた。地震による当初の影響は、その規模と期間については電力供給がどれだけ早期に回復され

るかといったことなどに依存するが、経済活動を落ち込ませるであろう。さらに、被災地におけ 

日本の景気回復 
経済成長への寄与（％ポイント）¹ 

 
1. 日本の会計年度が 4 月に始まることを踏まえ、各会計年度の前半は、暦年の第 2、第 3 四半期を含む一方、その後半は、

第 4 四半期と次の年の第 1 四半期を含む。 
2. 2010 年度の後半は、第 4 四半期の結果とエコノミック・アウトルック No. 88 のおいて公表された 2011 年第 1 四半期

に関する事務局の予測を組み合わせている。 
出典: Cabinet Office, National Accounts, and OECD (2010),OECD Economic Outlook, No. 88 (November 2010). 
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る負の影響は、世界的なサプライチェーンの混乱などを通じて国内の他の地域や海外に広がるか

もしれない。過去の災害における場合と同様、経済活動への下押しの影響は、復興策が民間及び

公的部門における投資を押し上げることによって反転するであろう。その結果、長期にわたる経

済の低迷は起こりそうにない。地震を原因とする不確実性に加え、世界経済の動向や為替、商品

価格に関連して著しい下方リスクが存在する。しかしながら、最も重要なことは、先例のない水

準の公的債務残高が、長期金利の上昇に対して日本を脆弱にしていることである。 

デフレの圧力は続くであろう 

  地震による負の供給効果により生じる不確実性や地震に続く復興に向けた支出にもかかわら

ず、経済成長のペースは、2012 年の終わりまでに需給ギャップを解消させるほど十分には早く

ないかもしれない。その結果、デフレの圧力は持続しそうである。消費者物価指数（総合）

（CPI）により計測される物価上昇率は、2010 年最終四半期にプラスに転じたが、これは主にタ

バコへの大幅な増税と食料価格の高騰によるものであった。他方、コア CPIについては、以前よ

りも緩やかなペースであるが、前年比で 0.8%下落した。慢性的なデフレは、2002 年から 2007年
の間の日本における戦後最長の景気拡大にも関わらず、1998 年以来、GDP デフレーターを 14%
程度減少させている。デフレは、実質金利を高止まりさせ企業収益を圧迫し、その結果、賃金や

雇用への下方圧力を生むことで成長の足かせとなっている。  

 

消費者物価指数の動向 

前年比（％ポイント） 

 

1. OECD の定義による、食料とエネルギー価格を除くコア・インフレーション。 
出典: OECD Economic Outlook Database. 
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金融政策 

日本銀行は、デフレの克服を確かなものとするため緩和的
なスタンスを維持すべきである…  

  日本銀行は、金融市場の安定化を目的として大規模な流動性を供給することにより、地震の

後迅速に対応した。また、為替レートの変動を抑えるための G7 財務相・中央銀行総裁による多

国間のコミットメントの一環として、外国為替市場への介入が行われた。加えて、日本銀行は、

企業の景況感の悪化やリスク回避の高まりを防ぐために資産買入プログラムの規模を 10 兆円

（GDP の 2%程度）に倍増することを発表した。資産買入プログラムは元来、 

i. 長期金利の引き下げやリスクプレミアムの減少のため、3.5 兆円の国債、1.5 兆円の社債、CP、
不動産投資信託の買入を含む、当初、5 兆円の追加的な資産買入プログラムを創設する、 

ii. 政策金利を 0.1% から、ゼロから 0.1% の間へと引き下げる、そして、 

iii. 「物価の安定が展望できる情勢」になったと判断するまで、実質的なゼロ金利政策を維持す

ることを約束する 

といったことにより、デフレと戦うために 2010 年 10 月に開始された「包括的な金融緩和政策」

の一部であった。日本銀行は、地震による影響を含む下方リスクに注意を払い、現在の緩和的な

スタンスを維持するとともに、先行きが悪化した場合には更なる措置を講じる準備をすべきであ

る。そのような場合においては、高いリスクの民間金融資産を購入することには注意を払う一方、

長期国債の購入拡大を通じて長期金利を低下させることに焦点を当てるべきである。こうした取

組みは、インフレ期待をも上昇させるかもしれない。デフレの克服は、資産価格、特に 19 年連

続の下落の後に 1975 年の水準まで低下した地価に好ましい影響を与えるかもしれない。 

…他方で、金融政策の枠組みを改善する 

  金融政策の枠組みについても改善の余地がある。2009年12月、金融政策委員会は、ゼロ%の

下限を除くことにより、0 から2%程度とする物価安定の「理解」を改定した。この措置は依然

として物価安定の理解を非常に低いままに留めている。なぜなら、この範囲のインフレが展望で

きる情勢になった時には、原則的に物価安定の理解が満たされることになるからである。より高

いインフレの目標は、デフレに対して更なるバッファーを提供するであろう。加えて、仮に１つ

の値を中心とした範囲により表される場合、日本銀行の政策意図はより明らかになり、その結果

より信認のおけるものとなるであろう。１つの典型的な目標は2%、プラス、マイナス1パーセン

トポイントといったものである。物価安定の理解を設定する際のメカニズムを改定するといった

こともなされうる。いくつかのOECD加盟国では、インフレの範囲は中央銀行により独立的に設

定されるというよりは、政府もしくは政府と中央銀行による協議によって設定されている。そう

した取組みは、インフレ目標に対する政府の支援を促し、中央銀行がより独立してその目標を達

成することを認めることになるかもしれない。枠組みの変化は、信頼性をさらに高めるとともに

物価安定の実現に向けた力強い取組みを確かなものとすることを助け、それ故、今後長期間にわ

たる財政健全化の過程で経済を下支えすることになるであろう。 
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日本における地価 1 

 
1. 各年 1 月 1 日の地価（住宅地、商業地、工業地全てについて）。 
出典: Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism. 

 

いくつかの選択された OECD加盟国・地域におけるインフレ目標 

 Introduction date Current inflation target  

Inflation-targeting countries   

New Zealand 1990 1 – 3 

Canada  1991 2 +/- 1 
United Kingdom 1992 2 +/- 1 
Sweden 1993 2 +/- 1 
Australia  1993 2 – 3 
Czech Republic 2010 2 +/- 1 
Israel 1997 2 +/- 1 
Poland 1998 2.5 +/- 1 
Chile 1999 3 +/- 1 
Korea 2001 3 +/- 1 
Mexico 2001 3 +/- 1 
Iceland 2001 2.5 +/- 1.5 
Norway 2001 2.5 +/- 1 
Hungary 2001 3 +/- 1 
   

Other central banks with a 
numerical inflation objective   

  

European Central Bank 2003 Below but close to 2% 

Switzerland 2000 Not more than 2% 

出典: Roger (2010) and OECD Secretariat. 
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財政政策  

財政状況は、極めて厳しい状況に達している… 

長期にわたる低い経済成長と減税が歳入を抑制してきた一方、数々の財政刺激策と人口高齢

化などに関連した歳出圧力が政府支出を押し上げてきた結果、1993 年以来、18 年連続して財政

赤字が続いている。その結果、グロスの公的債務残高は、200%（GDP 比）といった未知の領域

まで急速に増加し、ネットの公的債務残高についても、115%程度と OECD 地域の中で最も高く

なっている。並外れた水準の債務による影響は、現在のところおよそ 1¼パーセントといった極

めて低い長期金利により軽減されている。しかしながら、日本は、長期金利上昇のリスクを低減

させるとともに、持続可能な財政の道筋に戻るための長期にわたるコストを低下させるため、財

政健全化に向けた取組みを加速することが必要になるであろう。2010 年 6 月の財政運営戦略は、

国及び地方政府の基礎的財政収支赤字を 2010 年度 6.4%（GDP 比）から 2015 年度 3.2%（GDP
比）に半減させる目標を設定することにより、財政健全化に向けた取組みを再開した。このため

に、国の一般会計歳出（債務償還費と利払費を除く）は、2011 年度から 2013 年度にかけて、

2010 年度当初予算の水準を超えないこととされており、この目標は 2011 年度予算案の中に取り

入れられている。しかしながら、その被害の規模を考慮する場合、地震と津波による被害を受け

た地域における復興に向けた支出は大きなものになるであろう。1995 年の阪神・淡路大震災後、

国による復興に向けた支出は、GDP 比 1%以上（6 年間にわたって）に達した。歳出の組み換え

や、日本の人々の連帯感に訴えかけ、歳入の短期的な増加により復興に向けた支出を賄うことが

重要である。中期にわたり、財政健全化は優先事項であり続ける。 

いくつかの選択された OECD加盟国における公的債務残高 1 

 

1. 2000 年の時点で OECD 地域の中で最も高い債務残高（グロス）比率を有する 5 つの国。 

2. 日本の 2009-10 年の値、また他の国々の 2010 年の値については OECD による見込み。2011-12 年の値は OECD による

推計。 

出典: OECD (2010), OECD Economic Outlook, No. 88 (November 2010). 
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…詳細かつ信認のおける                                                             
中期的な財政健全化計画が不可欠… 

  2020 年度までに国及び地方政府の基礎的財政収支を黒字化するといった財政運営戦略の長

期目標は、債務残高比率を安定化させるには十分ではなく、名目金利が名目成長率をわずかに

1½パーセントポイント程度上回ると仮定しても、3％程度（GDP 比）の黒字が必要となるであろ

う。公的債務残高比率を安定化させるためには、基礎的財政収支の 10%程度（GDP 比）の改善

が、その比率を低下傾向にのせるためにはさらに大きな黒字が必要となるかもしれない。2011
年中頃に予定されている中期財政フレームの改定は、財政健全化目標を達成するために歳出削減

と歳入増加に関する詳細な複数年におよぶ計画を示す必要がある。一般政府の支出（利払費を除

く）は、財政刺激策や子ども手当といった新政権による取組みの結果、2007 年 33.4%（GDP
比）から 2010 年には 38％程度にまで上昇することが見込まれている。著しい支出の増加は、緊

急的な支出をとりやめることなどによる削減余地があることを示している。特に、公共投資につ

いては、1990 年代半ばにおける 8%（GDP 比）以上から 2009 年には 4¼パーセント程度にまで低

下したとはいえ、OECD 平均を 1 パーセントポイント程度上回っている。地震に続く復興により

公共投資は増加すると考えられる一方で、効率性を高めるようその配分の改善を図りつつ、中期

的にはその規模を縮小することができるかもしれない。加えて、公的部門の賃金の伸びは民間部

門のそれを大きく上回っており、特に地方政府において、節減の余地があることを示唆している。 

バブル経済崩壊後の日本の財政経路 

基礎的財政収支
1 及び政府債務残高（グロス）GDP 比

2 

 

1.  1998 年における GDP 比-5%程度、2002-11 年にかけての GDP 比-1%から+2%程度の一時要因を除く。 

2.  2009-10 年の値については OECD による見込み、2011 年の値については OECD による推計。 

出典: OECD (2010), OECD Economic Outlook, No. 88 (November 2010). 

…社会保障支出の改革…   

中期財政フレームの改定は、歳出圧力の主因である社会保障の改革を伴ってなされる。人口

高齢化のもと、社会保障基金への補助金により、国の社会保障費は、今後 10 年間にわたり 2%
（GDP 比）程度増加すると見込まれている。医療、介護の質を向上させる必要があるというコ

ンセンサスを踏まえれば、おそらくさらに多くの支出が見込まれる。加えて、社会保障基金の収

支は過去 10 年間にわたり悪化してきており、2009 年度には 1½%（GDP 比）の赤字に達してい
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る。社会保障基金は財政運営戦略の財政目標に含まれてはいないが、一般政府の一部であり、公

的債務残高の動向に影響を与える。したがって、社会保障については安定的な財源を確保すると

いった財政運営戦略の基本ルールを守ることが重要である。さらに、医療、介護分野における改

革などを通じた社会保障支出の増加抑制策が優先事項となる。  

• 介護サービスについて、報酬体系の活用や入院患者医療区分のより厳密な監視により、

病院からより適切な介護施設へのシフトを促す。  

• 病院が効率性を高める動機を強めるよう、診療報酬を疾病ごとに設定する診断群分類の

改革により、支払方式の改善を図る。 

• 後発医薬品を報酬支払の基準とすることにより、その利用を拡大する。 

• 専門医による不必要な診断を減らすために、ゲート・キーパー制を導入する。 

一般政府の収支は年金制度にも依存している。年金制度については、年金保険料率を 2017 年度

までに 18.3%に引き上げる、稼ぎ手が一人の夫婦世帯の所得代替率を 60%程度から 50%程度に引

き下げる、そして、男性については 2025 年、女性については 2030 年までに年金支給開始年齢を

60 歳から 65 歳に段階的に引き上げるといった改革が行われている。長期推計は経済や人口動態

といった前提の影響を受けやすく、将来、追加的な改革が必要となるかもしれない。その場合、

年金の支給開始年齢をさらに引き上げることが最善の選択肢となるであろう。 

…そして、歳入を増加させる抜本的な税制改革を含む   

歳出の増加圧力、及びさらなる歳出削減の余地が限られていることを考慮すれば、財政目標

の達成のためには、税収の増加が必要となる。実際に、2011 年 1 月の政府の長期試算は、歳出

（社会保障費と利払費を除く）が実質一定で保たれると仮定する場合、2020 年の基礎的財政収

支赤字が 2.5%（GDP 比）から 4.2%（GDP 比）となる（経済シナリオに応じて）ことを示して

いる。追加的な歳入としては主に消費税に頼りつつ、直接税の課税ベースの拡大や労働参加を促

進するといった包括的な税制改革を通じて歳入は増加されるべきである。基礎的財政収支を均衡

させるためには、消費税率は現行の 5%から、5 から 9 パーセントポイント程度引き上げられな

ければならないであろう。債務残高比率の安定に必要となるであろう 3%（GDP 比）の基礎的財

政収支黒字の達成のためには、さらに 6 パーセントポイント程度の消費税率の引き上げが必要と

なり、消費税率は欧州の平均である 20%に向かっていくことになるであろう。さらに、2020 年

代以降に債務残高比率を低下させていくためには、より多くの歳入が必要となるであろう。それ

故、消費税率を 10%と倍にすることは、持続可能な財政状況を実現させるための第一歩に過ぎ

ないであろう。財政調整の規模や経済成長が続くとする見通しを考慮する場合、東日本大震災に

より被害を受けた地域における復興の必要性を考慮しつつ、2011 年度中に税制改革は詳細を明

らかにして公表され、増税はできる限り早く始められるべきである。家計や企業所得への直接的

な課税に比べ経済成長への負の影響がより小さいことを考慮する場合、消費税は追加的な歳入の

主要な源となるべきである。間接税の引き上げによる逆進的影響は、勤労所得税額控除といった

ような低所得世帯を支援する施策によって最も相殺されうるかもしれない。しかし、そういった

措置自体が財政赤字を押し上げ、その結果として、他の分野での歳出削減やさらなる税収増加が

求められることとなる。温室効果ガスの削減目標を達成するための環境関連税もまた歳入増加に

向けた政策パッケージの一部となるかもしれない。 
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財政政策の枠組みの改革は、長期にわたる財政計画の信頼
性を強化することに役立つかもしれない 

1990 年の資産バブルの崩壊以降における日本の財政状況の大幅な悪化、及び先例のない財

政問題の規模を考慮する場合、強固な財政政策の枠組みが中期的な財政計画の信頼性を強化する

ために重要である。第一に、たとえ予見できない例外的な状況においては見直されなければなら

ないとしても、予算編成は、歳出と税の複数年の財政計画を通じて改善されうる。第二に、中期

的な財政目標は閣議決定によるものであり、政権交代により改定されうる。財政目標について、

より強い法的根拠を設けることは財政目標に関する信認を高めるであろう。第三に、財政目標の

達成に向けた政府の進捗を評価するための、政策策定過程から一定の距離を置いて客観的な機能

を果たす会議体は、特に、少なくとも 10 年間は継続する必要がある財政健全化計画について、

その透明性と信頼性を向上させるかもしれない。信頼性のさらなる向上は、長期金利の急騰とい

ったリスクを軽減する鍵となる。 

財政の持続可能性を達成するための提言の概要 

• 歳出の組み換えや、日本の人々の連帯感に訴えかけ、歳入の短期的な増加によって、震

災関連の復興支出を賄うことにより、財政赤字と債務残高の増加を抑制する。 

• 社会保障支出の増加を相殺するために、公務員人件費や中期的には公共投資といった分

野において歳出削減を行う。 

• 優先度が低く効果的でない歳出プログラムを削減する方法を見つけるために、仕分けプ

ロセスを継続する。 

• 歳出の増加を抑制し、年金のための健全な財源を提供するために社会保障の改革を行

う。  

• 東日本大震災により被害を受けた地域における復興の必要性を考慮しつつ、税制改革を

速やかに実施する。 

• 歳入増加のために、主として消費税や環境関連税といった他の間接税に依拠する一方、

その逆進性を相殺するために勤労所得控除といったような措置を導入する。 

• グロスの政府債務残高対 GDP 比を安定化させることを保証するために、2020 年度の基

礎的財政収支の黒字を約 3%といったような十分に高い水準に設定する。 

• 信認を維持し、金利の急騰を防ぐことを助けるために、財政運営戦略における中期財政

フレームの改定において、詳細かつ信頼に値する分野別の歳出目標と税率引上げのタイ

ムテーブルを盛り込む。 

• 複数年の財政計画、財政目標に関するより強固な法的根拠、そして財政健全化計画の実

施状況を監視・評価するための政策策定過程から一定の距離を置いて客観的な機能を果

たす会議体を通じて、財政政策の枠組みの改革を行う。 
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新成長戦略 

経済成長は、財政問題への取組みに不可欠であり、新成長
戦略は重要となる…  

持続的な財政健全化は、政府が推計する½パーセントといった既に低い潜在成長率から経済

成長を押し下げる傾向があり、経済成長を支える政策が不可欠となっている。政府の新成長戦略

は、グリーン・イノベーション、医療・介護の拡大、アジアとの経済連携、そして地域活性化を

通じ新たな需要を創出することにより、2010 年代に実質成長率を 2%まで加速させることを目標

としている。需要は、財政支出、税制、公的金融を含む財政政策や、規制や制度の枠組みの改革

により刺激される。しかしながら、厳しい予算事情に鑑みれば、財政政策よりも規制改革を重視

し、いかなる支出の増加も財政健全化の求めと整合的となることを保証することが重要となる。

加えて、改革は特定の分野に限られるべきではなく、生産性を高めるため経済全体に広げられる

べきである。2020 年までに生産年齢人口が 10%程度縮小すると見込んだ場合、2%の実質成長率

目標を達成することは、生産性上昇率が過去 10年間の年平均である 1%から大きく上昇しなけれ

ばならないことを示唆している。優先すべき事項は、新たに会社を設立する際の費用を減らし、

また競争政策やイノベーションを強化することにより、起業家精神と新規事業を促進することを

含む。ベンチャー事業を活性化させること、また日本郵政の計画された民営化を遂行することは、

民間部門の活力を育てることにも役立つかもしれない。  

ネットワーク部門への参入にかかる規制障壁 1 

 

1.  電気、ガス、航空、鉄道、そして通信・郵便を含む。指標は、0 から 6 の値をとり、0 が最も規制が緩い。 

出典: OECD (2010b), Going for Growth, 2010, OECD, Paris. 

…とりわけ、グリーン成長と医療・介護の分野において…   

すべての主要国による意欲的な目標を含む公正かつ実効性のある国際的枠組みの構築を前提

とする、温室効果ガスの排出量を 2020 年までに 1990 年比で 25%減らすといった日本の目標は、

1 つの重要な成長源としてグリーン・イノベーションを必要としている。最優先事項の 1 つは、

望ましくはオークション方式を伴う義務的かつ包括的なキャップ・アンド・トレードに基づく排
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出量取引制度（ETS）を通じて、炭素への価格付けを構築することである。炭素税は、ETS が対

象としない分野において導入されるべきであり、それは財政健全化に向け歳入を生み出すことに

もなるであろう。日本における多くのかつ増加する高齢者の数や比較的低い医療・介護支出を考

慮する場合、医療・介護もまた潜在的な成長源となる。しかしながら、医療費等の 86%が公的

部門により賄われていることを踏まえれば、現行の枠組みのもとで支出を増やすことは財政状況

を悪化させるであろう。公的保険の対象とならない診療をより安価で利用可能なものとするため

混合診療の範囲を拡大する一方で、全ての必要な診療を対象とするといった公的医療保険の目標

は少しその野心を抑えなくてはならないかもしれない。 

一人当たり所得の違いの説明（2009 年） 

 

1. 購買力平価（2009 年）を利用。 

出典: OECD (2011), Going for Growth, 2011.  

…そして、自由貿易協定を通じた経済連携    

新成長戦略の核となる目標の１つは世界経済と日本の連携を深化させることである。現在、

日本は、輸入、海外直接投資（FDI）の流入（GDP 比）が最も低い水準であり、また労働力人口

に占める外国人の割合が最も少ないといった点で、OECD 地域の中でも外れた存在となっている。

新成長戦略は、貿易障壁や日本への海外投資や人の移動にかかる制限を引き下げることにより、

2020 年までに人、物、資本の流れを倍増することを目標に掲げている。深化した開放は主要な
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貿易相手国との EPA 交渉や、TPP に参加する国々との議論を 2011 年に始めることなどによって

成し遂げられる。そういった協定は、包括的であるべきであり、また長きにわたって地域貿易協

定への日本の参加の主要な障害となっている農業を含むべきである。食料輸入に関するより開か

れた開放は、農業部門のリストラを後押しすることに役立つであろう。しかしながら、新成長戦

略は、低価格の食料輸入への開放を深める地域連携の結果として低下傾向となるかもしれない日

本の食料自給率の上昇をもその目標としている。 

経済グローバリゼーション指標 

 

出典: OECD (2010g), OECD Economic Globalisation Indicators. 
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農業における生産者支援（推定）の国際比較 
農家の収入（グロス）に占める割合 

 

1.  メキシコについては、1986-88 年の代わりに 1991-93 年を利用。  

2.  オーストリア、チェコ共和国、フィンランド、ハンガリー、ポーランド、スロバキア共和国、そしてスウェーデンが両

期間の OECD 合計に、また 2007-09 年の EU に含まれる。OECD 合計は、非 OECD 加盟国である EU 各国を含まない。  

3.  1986-88 年については EU12、2007-09 年については EU27。 

出典: OECD (2010a), Agricultural Policies in OECD Countries: At A Glance. 

日本の新成長戦略に対する提言の概要 

新成長戦略の全体の枠組みの改善 
• 長期にわたる財政健全化の必要性や財政運営戦略との一貫性、整合性を保証するため

に、新成長戦略の財政的なインプリケーションに注視する。 

• 民間投資を促すために、特にサービス分野における規制改革を加速させることに焦点を

当てる。 

• 特に新規事業にかかる行政上の負担を減らすことにより、起業家精神とよりビジネスに

配慮した環境を促進する。 

• 独占禁止法違反への過料・課徴金の引き上げ、中小企業に対する特例的な措置を含む独

占禁止法上の適用除外を減らすことにより、競争政策を強化する。 

新たな需要の創造   
グリーン成長 
• 望ましくは義務的かつ包括的なキャップ・アンド・トレードに基づく ETS といった市

場ベースの手段を導入することにより、炭素への価格を設定し、グリーン成長投資を促

進するための明確な価格シグナルを提供する。 

• 税制の枠組の予見性と信頼性を保証する一方、特に ETS が対象としない分野において
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炭素税を導入することにより、環境関連税を一層活用する。 

• 非経済的な障壁を取り除き、予見可能かつ透明性のある支援の枠組み構築することによ

り、再生可能エネルギー資源の開発を促進する。最良な選択肢は、時間とともに減少す

るインセンティブを伴う電力証書制度であろう。 

• 炭素に対する適切な価格を保証するために、G20 イニシアティブに基づき非効率的な化

石燃料への補助金を段階的に廃止する。 

医療・介護の改革  
• 日本における臨床実験費用の削減、海外の結果の一層の受入れ、そして適切な償還水準

を保証することにより、新薬及び医療機器にかかる承認の遅れを短縮する。 

• 公的医療保険の適用を受けない診療をより利用可能なものとするために、混合診療の範

囲を拡大する。 

• 報酬体系の活用や入院患者医療区分のより厳密な監視により、病院からより適切な施設

や在宅介護へと介護サービスのシフトを促す。   

アジア経済連携 
• 主要な貿易相手国との包括的な EPA 交渉を加速し、また TPP に参加する。 

• 地域経済連携を促進するために、農業保護の高い水準を引き下げ、その構成を価格支援

から農家への直接支援にシフトさせる。 

• 貿易の更なる自由化、投資や所有にかかる障壁の引き下げ、行政手続の改革の加速、そ

して労働規制の緩和により、FDI の流入に向けた環境を改善する。 

• 日本におけるより多くの外国人学生と高度な技術を有する外国人労働者を認めるため

に、入国管理に関する規制を自由化する。 

地域の活性化 
• 全国的な規制改革に焦点を当て構造改革特区の利用を促進し、また新しい特区が国全体

にとって大きな利益となることを保証する。 

• イノベーション・クラスターの創設を含む地域活性化の促進のために、一層の財政資金

を提供するとともに地方政府にさらなる自治を認める。 

金融部門の改革 
• R&D や革新的な新規事業に対して、日本では比較的機能していないこうした市場を刺

激する政策手段を通じて、ベンチャー・キャピタルといったリスク・マネーの供給を促

進する。 

• 公的金融機関の規模を縮減し、公的部門への貯蓄の流れを減らすとともに、ベンチャー

事業や新規事業のための資金の利用可能性を高める。 

• 日本郵政の民営化を遂行する。 

• 経済の回復とともに信用保証を縮小し、金融機関に対して中小企業向け貸出の増加を促

す政府の政策を緩和する。 
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教育システム 

経済成長は、教育の質にも依存する…   

  新成長戦略は、イノベーションにおける高等教育の役割を高めることも目標としている。日

本における教育は、量、質の双方の観点から極めて優れている。実際に、高等教育を修了してい

る成人人口の割合は 43%と OECD 地域の中でも 2 番目に高く、また質についても OECD の PISA
調査に反映されているように最も高い国の１つとなっている。こうした優れた成果は、OECD 平

均よりわずかに低い、初等・中等教育における生徒一人当たりの公的支出により成し遂げられて

いる。しかしながら、そうした成果は塾として知られる民間の課外施設での指導への費用などの

高い民間部門の支出によって補われている。経済成長への教育の重要性を踏まえれば、教育分野

に賢くかつ適切に投資することが重要となる。 

PISA 調査における生徒の成績に関する国際比較 
15 歳の生徒の成績（2009 年） 

 

出典: OECD (2010d), PISA 2009 Results: What Students Know and Can Do, Volume I.   

http://www.oecd.org/document/53/0,3746,en_32252351_46584327_46584821_1_1_1_1,00.html�
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…それは、幼児教育・保育へのより多くの投資を通じて改
善されるかもしれない…   

日本では、幼児教育・保育への公的支出が低い。リターンが大きく、また低所得世帯の子供

の不利益を軽減するであろうことからも、この分野へより多くの投資を行うことは是認される。

現在、6 歳未満の子供の約 3 分の 1 は、厚生労働省の管轄のもとにある認可保育所に通い、別の

3 分の 1 は、文部科学省の管轄のもとにある幼稚園に通っている。新成長戦略の目標である幼稚

園と保育所の一体化は、2 つの平行した制度をまとめることによる費用の節約を可能とする一方

で、保育所における子供への教育の質を高めるであろう。一体化のもう 1 つの利点は、幼稚園に

おける余剰収容能力を活用することによって保育所不足を減少させるであろうことである。政府

による支出が 60%とその大部分が助成される認可保育所において待機児童が生じている。利用

可能かつ質の高い保育所の不足は、日本の比較的低い女性の労働参加率を上昇させるための主要

な障害として挙げられている。政府は、今後 5 年間で受入児童数を 26 万人増やすことを計画し

ているが、これは女性の労働参加には限られた影響しか与えないであろう。現在、上限価格を含

め管理の対象となっている民間事業者により大きな役割を許すことは、保育所不足への取組みに

役立つであろう。より長期の観点からは、日本は、親が求めるサービスを提供するといった点に

ついて事業者による競争を促進するバウチャー制への移行を考慮しうるであろう。 

日本における就学前教育への生徒一人当たり支出は低い 1 

 

1. 2007 年におけるフルタイムに相当する生徒の年間支出。 

出典: OECD (2010a), OECD Education at a Glance 2010. 

…また、初等・中等教育の改善に向けた改革を通じて…  

日本は、教科書を４分の１程度長くし、授業時数を週当たり 1 から 2 時間程度増やすことに

より、初等・中等教育を改善するための改革を始めている。日本は PISA 調査の成績ではトップ
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に近いが、特に塾への依存を減らすことにより、こうした改革は有益な効果を持つかもしれない。

教育の質を高める他の改革は、学校にさらなる自主性を与えること、より優れたものとなるよう

学校を促すため児童・生徒や親による学校選択の余地を拡大するといったことを含む。現在、

14%の市区町村の学区でのみ学校選択制が認められている。 

課外授業（数学）に参加する生徒の割合 

週当たりの時間 

 

出典: OECD (2010d), PISA 2009 Results: What Students Know and Can Do, Volume I.  

…同様に、高等教育の改革を通じて イノベーションを推進
させる  

初等・中等教育とは対照的に、日本の大学は、国際比較の中で際立ってはおらず、質を改善

するための余地がより多くあることを示している。日本の高等教育における供給の拡大と高校を

卒業した生徒数の縮小が収斂している。人口動態の傾向に基づき高校を卒業する生徒数はさらに

減少するため、国立、公立大学を含むいくつかの高等機関は、仮に改革に失敗すれば、統合に向

けた圧力に直面することになるであろう。大学の自治を十分に考慮した上でなされる統合は、

R&D の分野において大学をより効果的なものにするかもしれないが、地域経済への影響に配慮

すべきである。卒業生の労働市場での成果などの高等教育機関の質に関する透明性を高めること

が、競争を強化し、その機能を高めるために重要である。外国人学生の割合が比較的小さい大学

の国際化を進めることは、優れた外国の高等教育機関を日本に呼び込むことと同様に、その機能

を高めることに役立ちうるかもしれない。高い質の大学は、イノベーションにより多くの貢献を

するかもしれない。大学は、日本の自然科学系の博士号取得者の大多数を雇っているが、2007
年には R&D の 13%を行ったにすぎない。そのうち 3%は企業の資金によるものであった。大学、

http://www.oecd.org/document/53/0,3746,en_32252351_46584327_46584821_1_1_1_1,00.html�
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企業、そして政府の研究機関間における労働の流動性を高めること、また大学に対する政府の競

争的な R&D 資金の配分を増やすことにより、大学の役割は高められるかもしれない。    

奨学金の利用機会の拡大や塾への依存を減らすことは、公
平性を高めるとともに、家計負担を軽減するであろう 

日本における高い授業料にも関わらず、現在のところ 3 分の 1 程度の学生のみに利用可能で

ある高等教育向けの公的奨学金の利用機会を拡大することは重要である。奨学金の返済を卒業後

の収入に応じたものとすることも、低所得世帯の学生が教育に投資を行うことを後押しするであ

ろう。もう１つの公平性に関する懸念は、塾の重要性である。塾は、中学生のおよそ半分に、ま

た小学生の 4 分の 1 に対して追加的な教育を提供することにより、子供の発育に悪い影響を与え

うる長時間にわたる授業といったことを招いている。塾への依存を減らすことは、学業の成績を

著しく高め、家計所得に伴って上昇する塾通いの結果生じる教育成果の不平等を減らすことにも

なるであろう。高い試験の成績は学生がより一流の大学に入学することを許し、それは正規雇用

と著しく高い生涯所得をもたらすため、こうした不平等は長くにわたって存在し続けうる。公立

学校の質を高めること、また、入学試験における多肢選択式の試験 – 塾が最も有効である分野 – 
の重要性を減らすことによって、塾への依存を減らすことができるかもしれない。いずれにせよ、

塾は重要な役割を担い続けるであろうことから、低所得世帯に対する利用機会の拡大を図ること

が重要となる。幼児教育・保育へのより多くの投資とともに、塾への依存を減らすことは、1.4
未満と OECD 地域の中で 2 番目に低い日本の出生率の主要な原因として報告されている家計の

重い教育費負担を軽減することにもなるであろう。  

高校卒業後の経路 

 

出典: Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (2009c), White Paper on Education, Culture, Sports, 
Science and Technology, 2009. 
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職業教育・訓練の改善は、ますます重要となっている  

企業が長期雇用のために新卒者を雇い、企業の中で社員を訓練するといった伝統的なパター

ンは、固有の技能を有する労働者を雇うことが好まれるなか変化している。新しいパターンは、

効果的な職業教育の重要性を高めている。その一方で、大学に通う学生の割合の増加は、伝統的

に職業教育の分野で重要な役割を果たしてきた短期大学や専門学校の閉鎖を強いている。変化す

る労働市場の傾向に対処するため、企業や組合との密接な連携を通して有効な履修課程を構築す

ること、また、新成長戦略の別の目標でもあるが、企業に評価される職業能力の認定を創設する

ことにより、大学における取組みを含み、職業教育の質を向上させることが不可欠である。企業

ベースでの訓練が重要視される中、日本においてこれまで比較的小さな役割を担ってきた職業訓

練を拡大することも重要である。ジョブカード制度に含まれる訓練プログラムの拡大は、参加者

の就職成果の改善といった成功を条件とするべきである。企業ベースの訓練を受ける機会がほと

んどない非正規労働者– パート、契約、そして派遣労働者 –の割合が高まっていることを踏まえ

ると、より一層の職業教育・訓練に対するニーズが特に重要となる。 

教育システムの改善のための提言の概要 

教育成果を改善する  

幼児教育・保育 
• 質及び量を拡大するため幼児教育・保育（ECEC）へより多く投資する。 

• ECEC の質を高めるため、新成長戦略の中で述べられているように、保育所と幼稚園を

一体化する。 

• 家庭へ直接的に給付を行うことなどにより、ECEC の民間提供主体の役割を拡大する。 

初等・中等教育 
• ゆとり教育の利点を維持する一方、計画されているカリキュラムや授業時数の増加を効

果的に実施する。 

• 学校の自主性を高める。 

• 実績に関する情報を増やす一方、より優れたものとなるよう学校を促すために、学校選

択を拡大する。 

高等教育 
• 競争を強化するために、卒業生の労働市場での成果を含む実績に関する透明性を高め

る。 

• 外国人学生の数を増やすことにより、国際化を促進する。 

• 日本におけるより多くの外国高等教育機関の設立を促進する。 

費用対効果（value for money）を高める 

幼児教育・保育 
• 保育所と幼稚園の一体化により費用を削減する。 

初等・中等教育 
• 学校統合に対処するため効率的な枠組みを支援する。 
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• 教師の時間をより有効に用いる。 

高等教育 
• 高等教育部門の統合を促進する。 

• 公平性と質を保証する一方、授業料、学生数の上限、そしてプログラムの変更を含む規

制を自由化する。 

家計負担を減らす 

幼児教育・保育 
• ECEC への支出の公的割合を高める。 

初等・中等教育 

• 塾への依存を減らす。  

• 低い費用による代替策を構築することにより、課外教育の負担を減らす。 

高等教育 
• より多くの割合の学生を対象とするために、高等教育向けの公的奨学金を拡大する。 

不平等の拡大傾向を反転させる 

幼児教育・保育 
• 低所得世帯の子供の不利な状況を軽減するため、ECEC へより多く投資する。 

初等・中等教育 
• 塾への依存を減らす。  

• 特に低所得世帯の生徒に対して、塾の恩恵をより広く、そして安く利用可能とする。 

高等教育 
• より多くの割合の学生を対象とするために、高等教育向けの公的奨学金を拡大する。 

• 奨学金の返済を所得に応じたものとする。 

労働市場と教育の結びつきを促進する 

初等・中等教育 
• 新成長戦略の中で計画されているように、企業に評価される職業能力認定を創設する。 

高等教育 
• 増加する割合の若者を教育する大学における職業訓練の役割を拡大する。 

イノベーションに対する高等教育部門の貢献を拡大する 

• 大学の研究と産業との連携を推進する。 

• 優れた大学を創るため公的投資を増やす。 

• 競争的に配分される大学向けの公的な研究資金の割合を高める。 
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労働市場 

労働市場の二極化を縮小することが最優先事項である  

日本の労働市場は、賃金や労働時間の柔軟性を含む多くの好ましい特徴を維持している。し

かしながら、1990 年以降経済成長が著しく減速する中、長期雇用、年功賃金、そして 60 歳での

定年といった伝統的な労働市場慣行は、ますます経済状況にそぐわなくなった。その結果、企業

は、より高い雇用の柔軟性を得るため、また労働費用を減らすため、より多くの非正規労働者を

雇ってきた。実際に、企業にとっての利点を反映し、非正規労働者は今や雇用者の 3 分の 1 を占

める。しかしながら、非正規労働者には、仕事や教育による類型を調整した後にでさえ低い賃金

が支払われており、訓練を受ける機会も少なく、また社会保険制度によって十分にカバーされて

いないことから、非正規労働者割合の高まりは懸念を生んでいる。加えて、非正規労働者は、甚

大な雇用の不安定さに直面している。例えば、非正規労働者は、2008 年から 2009 年の間の雇用

者の減少の 3 分の 2 を占めた。さらに、分断された労働市場での限られた流動性は、非正規雇用

が正規雇用へ通じる道となっていないことを意味している。政府は、短期的な派遣労働者の利用

を法的に制限し、そうした労働者を継続的に雇用することを促す政策を提案している。これは、

硬直性に伴う費用を高め、全体として雇用を減らすことになるかもしれない。それよりも、非正

規労働者の社会保険の適用範囲を拡大し訓練プログラムを向上させる、非正規労働者に対する差

別を防止する、そして、正規労働者に対する実効的な雇用保護を減らすといったことを含む包括

的な取組みが必要である。 

非正規労働者比率が再び上昇している¹ 

 

1. データについては、2001 年までは 2 月時点、2002 年以降は第 1 四半期の値。 

出典: Ministry of Internal Affairs and Communications, Special Survey of the Labour Force, from 1984 to 2001 and the 
Labour Force Survey (Detailed Tabulation) since 2002. 
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2000 年代半ばにおける相対的貧困率の国際比較 1 

    

1.  貧困率は、等価可処分所得が全人口の中央値の 50%未満である者の割合により定義される。各国は貧困率が高くなるに

つれて、左から右へと並んでいる。所得の概念として、家計の規模を調整した家計可処分所得を用いている。 

出典: OECD (2011), Income distribution questionnaire. 

女性の労働参加を高め、高齢労働者をより有効に活用する
ことは、人口高齢化に対処するため重要である    

非正規雇用の増加傾向を反転させることは、非正規労働者の 58%を占める女性の労働参加

率を高めることにもなるかもしれない。高い賃金の正規の地位を得ることに伴う困難は、特に子

育てのために労働力人口から離れた女性が働くことを妨げるかもしれない。出生率を上昇させる

とともに、働き盛りの女性の比較的低い参加率を高めるためには他の改革も必要となる。第一に、

保育所の利用可能性を拡大することが重要である。第二に、女性が仕事と家庭での責任を両立す

ることができるよう、よりよいワーク・ライフ・バランスが必要となる。第三に、税制や社会保

障制度は、配偶者が働くことを妨げる側面を取り除くために改革されるべきである。女性の労働

参加を高めることに加え、今世紀半ばまでに生産年齢人口が 40%近く減少することが見込まれ

る中にあっては、高齢労働者をより有効に活用することが優先事項となる。多くの労働者は、通

常著しく低い賃金による短期間の契約に基づき再雇用されるが、現在、大多数の企業は、60 歳

の時点で義務的な退職を強いている。政府は、義務的な退職を禁止し、年齢ではなく能力に基づ

くより柔軟な雇用と賃金制度を目指すべきである。要すれば、急速な人口高齢化に対処するため、

女性、高齢者、そして若者を含む全ての日本の人的資源をより有効に活用することが不可欠とな

っている。そういった政策は、新成長戦略の中で想定されているように、高度な技術を有する外

国人労働者の流入増加を伴って行われるべきである。 
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労働参加と非正規労働者比率の変化（年代、性別）1 

 

1. 非正規労働者比率は、6 つの年齢区分: 15-24 歳、25-34 歳、35-44 歳、45-54 歳、55-64 歳、そして 65 歳以上区分で利

用可能。 

出典: Ministry of Internal Affairs and Communications, Labour Force Survey, and Labour Force Survey (Detailed 
Tabulation).  
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労働市場改革のための提言の概要 

労働市場における二極化の克服  

• 非正規労働者の費用上の利点を減らし、また非正規労働者に対する保障を改善するため

に、特にコンプライアンスの改善により、職場をベースとした非正規労働者への社会保

険制度の適用範囲を拡大する。 

• 非正規労働者の人的資本や雇用可能性を高めるとともに、その正規雇用への移行を促す

ために、訓練と職業相談を増やす。これにより、日本の潜在成長が高まる。 

• 非正規労働者に対する差別を防止する。 

• 増加する数の非正規労働者を雇うことなく、企業が適切な雇用柔軟性を実現することが

できるように、正規労働者に対する実効的な雇用保護を減らす。 

• 硬直性の費用を高め、全体として雇用を減らすかもしれないため、短期的な派遣労働者

の利用を法的に制限することには慎重でありたい。 

女性、高齢者、そして若者の労働市場への参加の促進 

• 第二の稼ぎ手の就業意欲を減らすような税や社会保障制度の側面を改革する。 

• 育児・介護休業法をより適切に施行することなどを通じて、よりよいワーク・ライフ・

バランスを促進する。 

• 就業意欲を弱めるかもしれない寛容な子供関連の移転を避ける一方、手ごろな価格で、

かつ高い質の保育所の利用可能性を高める。 

• 高齢労働者の就業環境を改善するために、60 歳での義務的な退職を廃止することなど

により、柔軟な雇用及び賃金制度の一層の活用を促進する。 

• 労働市場において求められる技能を若者が身に付けるために、ジョブ・カードの拡大な

どにより、実習と座学を組み合わせた実践的な訓練を重視する。 

• 効果的な訓練を保障するため、職業能力の認定に関する標準的制度の構築を促進する。    
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本報告書は、加盟国の経済状況の審査を担う、 OECD の経済開発検討委員会（ the Economic and 

Development Review Committee）の責任もと公表されるものである。 

日本の経済状況及び政策については、2011 年 3 月 7 日に委員会によって審査された。その後、報告書案は

議論を踏まえ改定され、2011年 4月 15に委員会の総意により最終的な承認を得た。 

本報告書は、それ故、2011 年 3 月 11 日に発生した痛ましい東日本大震災の前に作成かつ審査されたもので

あった。しかしながら、本公表版は、地震を踏まえ短期的な分析と政策提言を改定するために更新され、委

員会による承認を得ている。この惨事により膨大な数の人命が失われたことに深い哀悼の意を表明するとと

もに、被災された方々に対して心よりお見舞い申し上げる。 

委員会のために準備された事務局の報告書案は、Vincent Koen の指導のもと、Randall S. Jones、 

Satoshi Urasawa、そして Byungseo Yooにより作成された。リサーチ補助は、Lutécia Danielによる。 

前回の対日審査報告書は、2009年 9月に出版された。 

最新版及びこれまでの報告書に関する情報、また報告書がどのように作成されているかといったより詳細に

ついては、 www.oecd.org/eco/surveysを参照。 

Further information 

 

For further information regarding this overview, please contact:  

Randall Jones, e-mail: randall.jones@oecd.org; tel.: +33 1 45 24 79 28; 
or  
Satoshi Urasawa, e-mail: satoshi.urasawa@oecd.org; tel.: +33 1 45 24 
83 55. or 
Byungseo Yoo, e-mail: byungseo.yoo@oecd.org; tel.: +33 1 45 24 88 22 

See also http://www.oecd.org/eco/surveys/japan. 

How to obtain this 
book 

This survey can be purchased from our online 
bookshop: www.oecd.org/bookshop. 

OECD publications and statistical databases are also available via our 
online library: www.oecdilibrary.org.  

Related reading OECD Economic Surveys: OECD Economic Surveys review the 
economies of member countries and, from time to time, selected 
non-members. Approximately 18 Surveys are published each year. 
They are available individually or by subscription. For more 
information, consult the Periodicals section of the OECD online 
Bookshop at www.oecd.org/bookshop.  

OECD Economic Outlook: More information about this publication 
can be found on the OECD’s website at 

 www.oecd.org/eco/Economic Outlook.  

Economic Policy Reforms: Going for Growth: More information 
about this publication can be found on the OECD’s website 
at www.oecd.org/economics/goingforgrowth. 

Additional Information: More information about the work of the 
OECD Economics Department, including information about other 
publications, data products and Working Papers available for 
downloading, can be found on the Department’s website 
at www.oecd.org/eco.  

Economics Department Working 
Papers: 

OECD work on Japan: 

www.oecd.org/eco/workingpapers  

www.oecd.org/japan 
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